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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗︓改善　↘︓悪化　→︓変化なし　ー︓数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位︓千円、⼈）

指標なし①〜③

達成目標（☆印は主要目標）

要求からの
主な変更点 要求どおり

年／
年度 数値

単
位

目標
年／
年度 数値年／

年度 数値

直近３か年/年度分の状況
年／
年度 数値

事　業　名 契約企画調整事業費 部局 会計局 課・室 契約・検査課
実施期間 H26 〜

達成
状況 目標値設定理由R7年度

⾒込 推移

③　電子契約サービスの提供

単
位

R5年度 R6年度No. 指標名 実績 実績 推移
R8年度
目標値

No. 施策分野（施策の総合的展開名）

事業番号 12 02 01 事業改善シート（令和８年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

　「⻑野県の契約に関する条例」は、契約制度の公正かつ適切な運⽤を図りつつ、その制度の活⽤により県の⼀定の⾏政目的を実現
することを目的として制定され、この条例により県が取り組むべき⽅針（取組⽅針）を策定している。
　この取組⽅針の変更及び取組⽅針に基づく施策や具体的な取組については、あらかじめ⻑野県契約審議会の意⾒を聴き、それを踏
まえて検討を重ね、実施している。
　⾼騰する物価や⼈件費への対応など、県の発注における適切な価格転嫁の実現に向けて、⼊札・契約状況等を把握し、契約制度
の企画・調整や取組の⾒直しを進める必要がある。

　⻑野県の契約に関する条例及び取組⽅針に基づく契約制度の公正かつ適切な運⽤を図るとともに、契約制度の企画・調整や取組
の⾒直しを⾏うことで、県の⾏政目的の実現を促進する。
　また、契約締結に係る発注者及び受注者の負担軽減を図るため電⼦契約サービスの利⽤を促進する。

①　契約制度の企画・調整を⾏うため、⻑野県契約審議会を開催

　【新】業務の効率化と受注者の利便性向上を図るため、従来の紙と印鑑を使⽤していた契約業務を電⼦化し、県・市町村からは26
団体が参加して、市町村⾃治振興組合が共同調達した契約管理サービスの管理・運⽤に係る県分の費⽤を負担。

　しあわせ信州創造プラン3.0に掲げる施策や県の⾏政目的の実現を促進するため、
⻑野県の契約に関する条例に基づく取組⽅針の⾒直しや⽅針に沿った具体的な取
組の検討について意⾒を聴く、⻑野県契約審議会を開催。

②　⼊札・契約制度を研究するための研修の受講
　職員の⼊札・契約制度の知識を深めるため、⺠間団体が実施する専門研修を受講。

E-mail keiyaku-kensa pref.nagano.lg.jp

3,144 3,144

6.0
R7年度 0 1,643 0 1,643 1,643 5.5
R6年度 0 1,838 0 1,838 1,838 1,278

職員数前年度繰越 当初予算 補正予算等 合計
（予算現額） うち⼀般財源

5.5
要求 3,144 3,144 3,144

区分
予算額

決算額

R8年度
予算案 3,144

契約審議会の様子



細事業を構成する主な取組

⻑野県契約審議会運営

⼊札・契約制度研究

電⼦契約サービスに係る経費の負担

実施⽅法

負担⾦

3,144

部局 会計局 課・室 契約・検査課

令和８年度実施内容（予定）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

契約に関する取組⽅針の⾒直しに関する事項、⼊札・契約制度の活⽤に関する事
項などについての検討

⻑野県契約審議会︓令和８年度開催予定　４回

職員の⼊札制度等の知識を深めるために⺠間団体が実施する専門研修を受講

令和８年度受講予定　１回

【新】県・市町村から26団体が参加し、市町村⾃治振興組合が共同調達した契約
管理サービスの円滑な運⽤に必要な管理・運⽤業務に対して、県の負担分を⽀出

令和８年度サービス利⽤件数　約5,500件

直接

直接
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事業番号 12 02 01 細事業⼀覧（令和８年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

2

1

細事業
No. 細事業名

契約企画調整事業費

No.
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要求
千円

1,838 1,643

千円 千円

3,144


